
ヴィエトナムの運輸事情

１．運輸関係行政機構図

交通運輸省（当国での邦名）は、海上交通、道路、鉄道、陸送、自動車産業、交通イン

フラ建設業を所掌する。我が国運輸省の所掌と比較すると、大きくは、

・航空、観光、気象が交通運輸省とは別組織となっており、また海上保安の一部は国防

省により所掌される。

・道路を所掌している。

・本省にサブセクター（海運、道路、鉄道、内陸水路）の局はなく、外庁化している。

といった点で異なっている。交通運輸省機構図を＜参考資料１＞、大臣等上級幹部名を

＜参考資料２＞に示す。

２．運輸の概況

（１）輸送実績

（イ）貨物輸送量（百万トンｋｍ）

年 総 計 鉄 道 道 路 河 運 海 運 航 空

１９７５ 5,732 864 1,676 1,494 1,698 ···

１９７８ 9,299 991 1,670 1,883 4,754 ···

１９８０ 9,832 757 1,308 1,578 6,180 ···

１９８５ 12,704 869 1,594 2,193 8,042 ···

１９８８ 13,004 1,015 1,771 1,308 7,905 ···

１９９０ 12,544 847 1,631 1,749 8,313 4

１９９４ 20,127 1,370 2,646 1,971 14,104 36

１９９６ 29,142 1,684 3,498 2,487 21,366 107

（出典：内田知行１９９８）（「 」は零に近い数値を示す。）···

（ロ）旅客輸送量（百万人ｋｍ）

年 総 計 鉄 道 道 路 河 運 海 運 航 空

１９７５ 13,348 2,189 10,947 170 42 ···

１９７８ 20,703 4,701 15,006 953 43 ···

１９８０ 13,795 4,488 8,460 786 61 ···

１９８５ 13,487 3,359 8,667 1,086 80 295

１９８８ 15,177 3,505 10,240 1,051 80 301

１９９０ 11,830 1,913 8,352 1,014 93 458

１９９４ 15,272 1,921 10,601 1,311 37 1,402

１９９６ 22,134 2,261 14,279 1,606 41 3,948

（出典：内田知行１９９８）（「 」は零に近い数値を示す。）···



（２）主な特徴

国土が南北に細長く広がり（ハノイ・ホーチミン市間約１ ７００ｋｍ）、長い海岸線,

とメコン河・紅河という大河を持つヴィエトナムには、多様な交通運輸網が張り巡らされ

ている。道路の総延長は１０万余ｋｍ、鉄道は３ ２００余ｋｍ、内河水路は約９ ０００, ,

ｋｍを有する。現在、中央政府直轄の港湾は８港、国際空港は３港あり、国内線空港の数

も少なくない。

しかし、周辺諸国と比べると交通運輸インフラは依然低い水準にあり、近年は交通運輸

量の増大に伴って、交通運輸インフラ整備の遅れが顕在化している。需要に対するインフ

ラ量の絶対的不足に加え、道路、鉄道基盤の劣化、内河水路の航行不能などである。これ

には、財政の逼迫、長年の不十分なメインテナンス、低い技術標準、気候や地形による悪

影響があるという。

ヴィエトナムにおける交通運輸経済の発展の特徴は、第一に、投資面では道路建設分野

に極端に傾斜配分されていることである。とりわけ、中央、地方ともに毎年の投資総額の

７～８割を基盤建設費に使用している。他方で、本来質的向上が実現されれば経済発展に

大きく寄与するはずの鉄道部門が軽視されてきた。

第二に、以上の傾斜的資金配分が、改革開放政策以降における道路輸送のめざましい発

展を支えてきた。

第三に、交通運輸の発展には地域差が大きい。ホーチミン市を擁する東南地区の物流は

他地域と比べてきわめて大きい。また、経済の発展した東南地区・メコン河平原・紅河平

原では、内河水路が重要な役割を果たしている。他方で、西北地区や中部高原は発展から

とり残されている。

第四に、道路輸送・内河水運部門では非国有セクターの参入が承認されたために、所有

制の多元化が進み、非国有セクターの役割が高まった。このなかでは、零細企業を意味す

る個人経営の比重がもっとも高く、その後を集団所有制企業が追っている。（参考文献：

内田知行１９９８より引用、改）

ベトナム社会主義共和国概観（１）

（イ）面積 約３３万平方ｋｍ（九州を除く我が国の面積に相当）

（ロ）人口 約７ ６７６万人［１９９８年］,

（ハノイ：約２４６万人、ホーチミン市約５２６万人）

（ハ）民族 キン族約９０％、約６０の少数民族

（二）宗教 仏教約８０％、カトリック、カオダイ教（新興宗教）他

（ホ）行政区分 ６１省、４直轄市（ハノイ、ホーチミン市、ハイフォン、ダナン）

※共産党・政府・国会組織図を<参考資料３>、政府閣僚を<参考資料４>に示す

（３）主な政策課題

（イ）インフラの不足

ヴィエトナム戦争から２５年が経過したにも関わらず、カンボジア侵攻（１９７８～１

９８９年）、中越戦争（１９７９年）、米国等による経済制裁（１９９４年全面解除）等



もあり、交通運輸インフラの状況は周辺諸国に比べ、かなり貧弱である。ヴィエトナム戦

争、カンボジア侵攻により中断していた我が国のＯＤＡが再開されたのは１９９２年であ

り、それまでの間は旧ソ連・ロシアをはじめとする東側諸国からの援助が細々と行われて

いたに過ぎない。また、現在は、道路整備を第一優先としており、鉄道、内航海運は軽視

されている感がある。今後、如何に計画的、戦略的に交通運輸インフラを整備し、各モー

ドを総合化した運輸交通体系を構築していくかが重大な課題である。（かかる観点から、

１９９９年２月、我が国は、ＪＩＣＡ開発調査「全国交通運輸開発戦略調査」に着手し

た。）

（ロ）人材の不足

上記のような歴史的な経緯もあり、運輸交通面における市場経済化を担う人材（行政官、

経営者）、運輸交通インフラ整備にかかる人材（プロジェクト実施能力、技術行政官、技

術者）双方ともに不足している。また、仮に人材がいても、行政機関、国営企業において

は、戦争功労者、政治（共産党関係）功労者の人事的優遇がみられ、適材適所がなされて

いないのも事実である。なお、現在の交通運輸省幹部（局次長クラス以上）は、ほとんど

旧ソ連・東欧（東ドイツ、ポーランド、チェコ等）の留学経験がある。

（ハ）財源の不足

ヴィエトナムでは国家予算が公表されない。これは、共産党と政府の予算が一体化して

しまっていること、国防費の秘匿が理由であると言われている。また、フローも明らかで

はない。しかしながら、新聞記事等に見る個別プロジェクトへの投資額、大規模な運輸交

通インフラの整備はＯＤＡに依存していること等を踏まえると、独自の財源はかなり限ら

れているものと思われる。特別会計制度も存在しない。今後、持続可能な交通運輸インフ

ラの整備のためには、独自財源の調達手法の確立が重要な課題である。

（ニ）技術の不足

技術は基本的に外庁もしくは国営企業により保有されているが、これら国営企業の間に

技術的競争がないことや元来人材が不足しておりまた経験が少ないこと、機材が不足して

いることなどから、技術の水準や品質はかなり低いと言わざるを得ない。

（ホ）法制度の未整備

交通運輸関係の基本法は、航海法と航空法があるのみである（運用規則は未だ整備中）。

道路法は草案はできているものの国会承認がとれていない。鉄道法、河川法は未だ草案検

討段階である。事業参入は認可制であり、認可後の規制は緩い模様である。

技術基準も未整備である。フランス植民地時代は当時フランスの基準、ヴィエトナム戦

争後は旧ソ連の基準が使用されていた。現在は、ほとんど米国の基準を使用しているが

（理由は、英語でかかれているから、とのこと）、その適用性には疑問が残り、ヴィエト

ナムの実状、特性に基づいた基準の策定は必須である。



（へ）統計・データの未整備

運輸交通に係る統計や技術的データが未整備であり、またそれを採取・蓄積・分析する

体制が未整備である。このことは、総合交通体系を構築していく上で、また、技術水準を

向上させていく上で大きなネックとなっている。

ベトナム社会主義共和国概観（２）－ドイ モイ(刷新)政策·

１９８６年１２月の共産党第６回大会でドイモイ路線が発表され、１９９２年の新

憲法で法制化された。ドイモイに至った最大の要因は、計画経済の失敗による国民生

活の困窮化とカンボジア侵攻による国際的孤立である。したがって、対外関係を改善

して外資を導入し、市場メカニズムを取り入れて経済活動の活性化を図ることがドイ

モイの基本政策となった。一方、政治面では共産党体制を堅持し、思想、表現、情報

等を厳しく管理していくこととされている。

３．航空

航空総局（ ）は、航空部門の充実強化のため１９９５年交通運輸省から分離独立CAAV

し、首相府直結の組織として設けられた。人事的には、交通運輸省より軍（空軍）の影響

が大きい模様であり、現総局長はヴィエトナム戦争時代、米軍機を６機撃墜した英雄パイ

ロット、前総局長は同８機とのことである。航空総局の機構図を＜参考資料５＞に示す。

定期航空輸送事業者は、国営ヴィエトナム航空、パシフィック航空の２社である。国営

ヴィエトナム航空は航空総局傘下の国営企業であり、国際線、国内線において独占的に事

業を展開している。エアバスＡ３２０－２１４ｓを１０機、ボーイング７６７－３００ｓ

を３機、ＡＴＲ７２ｓを６機、フォッカー７０ｓを２機運行している。９７年夏までロシ

ア製ツボレフも使用していたが、プノンペン近郊での墜落事故以来、ロシア製の機材はす

べて運行を停止した。パシフィック航空は本社をホーチミン市におく新しい民間航空会社

で所有する機材はない模様である。

民間空港としては、ハノイ、ホーチミン、ダナン他計１９空港が供用されている。国際

線はホーチミン市発が中心で（ハノイ発もいくつかの路線がある）、大阪、ソウル、香港、

台北、マニラ、シンガポール、クアラルンプール、バンコク、ビエンチャン、プノンペン、

シドニー、メルボルン、ドバイ、モスクワ、アムステルダム、チューリヒ、ベルリン、フ

ランクフルト、パリ、ウィーンと結ばれている。国営ヴィエトナム航空の路線図を＜参考

資料６＞に示す。

４．鉄道

ヴィエトナムにおける主要鉄道網は、幹線約２ ５００ｋｍ、支線約８４０ｋｍからな,

り（軌道延長の観点からはＪＲ北海道と同程度の規模）、そのほとんどはフランス植民地

時代に整備されたものであり、老朽化が著しく、また、ヴィエトナム戦争時、鉄道橋が米

軍の爆撃目標にされ、未だに応急復旧したままだましだまし使っている区間も多い。電化

区間はなく、主要幹線であるハノイ～ホーチミン市間（約１､７００ｋｍ）を最速約３４



時間で運行している。

軌道は、ハノイ～ハロン間が標準軌、ハノイ～ランソン間、ハノイ～クワンチュウ間が

ダブルゲージである他は狭軌（１ｍ）である。

鉄道の整備・運営は国有鉄道（ ）によりなされている。国有鉄道本部機構図をVNR

＜参考資料７＞、鉄道路線図を＜参考資料８＞に示す。

５．自動車

ヴィエトナムの道路網には、１９９５年時点で、国道１３ ６３３ｋｍ、省道１７ ２０, ,

５ｋｍ、群道１９ ６３８ｋｍを含んでいる。その内、国道の国土面積あたりの延長をみ,

ると、周辺諸国と比べて低すぎるということはない。しかし、人口あたり延長では、周辺

諸国と比べて低く、また、道路状況が悪いため（国道舗装率約５９％、２車線以の道路幅

３０％）、交通に大きな影響を及ぼしており、貨物輸送コストをかなり増加させている。

自動車行政は、道路行政とともに道路総局が所管している。国内には、約１０万台のト

ラック、５千台以上の専用トラックがあると言われているが、車両ナンバー区分をみてみ

ると、政府機関ナンバー、軍ナンバー、外交ナンバー、一般ナンバーの４区分になってお

り、いわゆる営業ナンバーはない。いわゆる白ナンバーとの区別がつかず、一部の日系物

流業者よりは営業ナンバー設置の要望も出されている。

現在、中古車の輸入及び右ハンドル車の走行は禁止されている。但し、市街には以前に

持ち込まれた中古車が、かなり整備不良のまま（車検制度はあるものの）自動車がかなり

走っており、交通渋滞の原因ともなっている。

公共交通機関としてのバスは、都市間交通手段として発達しているが、都市内交通では、

都市内交通事情の悪さもあり、あまり利用されていないようである。

６．海運・造船・船員

海運総局（ ）は外航、内航全ての面に責任を負っており、かつては傘下企VINAMARINE

業を含めて３万人余りを擁していた。しかしながら、その商業活動の大部分は国営海運会

社（ ）（海運業、港湾経営）と国営造船会社（ ）（造船）に移管されVINALINE VINASHIN

た。このため、海運総局は行政機能に特化する組織となった。海運総局機構図を＜参考資

料９＞に示す。

１９９５年現在のヴィエトナム海事協会（ ）に登録されているヴィエトナム船籍VIRES

の船舶は６７４隻であり、４６３隻は一般貨物船、冷凍船、タンカー等で輸送サービスに

従事している。残りは、タグボート、バージ、漁船等である。海運の主力は国営船社であ

り、このうち上位３社は国営海運会社の傘下企業である。

造船についてみると、１９９０年から１９９５年の間に１４２隻が国内で建造されてい

る。その内１３４隻は一般貨物船であり、その他５隻のタンカー、３隻の旅客船があるが、

そのほとんどは５００総トン以下の小型船となっている。

ヴィエトナム国内には５９カ所の造船所があり、ハイフォンとホーチミン市に最も多く

立地している。主要な造船所としてはバクダン造船所（新造船能力６ ０００ＤＷＴ、修,

理能力８ ０００ＤＷＴ）とハーロン造船所（新造船能力５ ０００ＤＷＴ、修理能力３ ５, , ,

００ＤＷＴ）があり、ともに北に位置している。その他の造船所は概して新造船能力１,



０００ＤＷＴ以下の小規模なものである。

船舶検査は船舶建造時に船舶搭載機材の品質と船舶の耐航性を検査するために、ヴィエ

トナム海事協会が行う。

船員養成に関しては、多くの教育機関がある。ハイフォンに位置するヴィエトナム海事

大学（ＶＩＭＡＲＵ）が最高ランクの教育機関であり、その他に各種の海員学校がある。

これらの教育機関の現在の状況は、内部外部両方の理由により満足できるものではない。

教育機材は満足に揃っておらず、ＳＴＣＷ７８及び９５改訂の環境を満たすことができな

い。この結果、船員にＳＴＣＷ修業免状を授けて近代的な船で乗務させることを困難にし

ている。

７．港湾

ヴィエトナムには、所有、管理、運営、規模より多様な港湾が存在する。港湾の所有者

は大きく３種類に分けられる。それは、交通運輸省（海運総局、国営海運会社、内陸水路

総局）、地方省(プロビンス)、交通運輸省以外の省・地方省傘下の国営企業の国営・公営

企業である。専用港を持つ国営企業は、建設省、商業省、農業農村開発省、工業省などの

傘下である。

港湾管理は、船舶の入出港、航路の管理などを行い、一般にはこれを海運総局管轄下の

ポート・オーソリティが担当する。港湾経営は通常荷役、倉庫サービスなどを行い、一般

には国営海運会社がこれ担当する。

交通運輸省が所有・管理する主要８大港湾（ハイフォン港、クァンニン港、ゲティン港、

ダナン港、クイニョン港、ニャチャン港、サイゴン港、カントー港でこれらがすなわち国

際港湾とされている）の港湾取扱貨物量は、１９９５年現在で合計１４ ４７０トンであ,

る。このうちサイゴン港が４９ ８％、ハイフォン港が３１ ２％をしめる。. .

港湾の多くは、ヴィエトナム戦争前に建設されたものであり、建設のための十分な投資

及びその後の十分な維持管理がなされていないために、港湾施設、荷役機械の老朽化が著

しく、施設によっては貨物取り扱いが危険な状況にあり、また、港湾施設の不足、荷役効

率の低さからくる滞船が生じることもある。これに加え、大半が河川港で航路の水深が浅

く、大型船が入れないのがネックとなっており、特に、北部の拠点港であるハイフォン港

では深刻な航路埋没問題を抱えている。

港湾位置図を＜参考資料１０＞に示す。

８．内陸水運

ヴィエトナムの内陸水運のネットワークは広範囲にわたっている。水路総延長は約１１､

４００ｋｍ、このうち６ ７８７ｋｍが交通運輸省下部組織の内陸水路総局管轄である。,

内陸水運の輸送需要は貨物、旅客とも急速に増加している。１９９０年から１９９５年

の間に貨物輸送量は１ ５７０万トンから２ ５８０万トンに、旅客輸送量は４ ３６０万人, , ,

から１億４ ４３０万人に増加した。,

内陸水運の船幅量は約１００万トンであり、その特徴は地域により異なる。紅河デルタ

地域（北部）では船腹の約６割は国営船社の所有であり、鋼鉄船である。一方、メコンデ

ルタ地域（南部）では逆に約６割が民間船社や協同組合の所有であり、船舶に小さな木造



船が多い。

９．海上保安

１００トン以上の船舶の海難事故は、１９８７年から１９９２年の６年間に１７４件発

生している。このうち、２５％が衝突、１７％がエンジントラブル、９％が転覆によるも

のである。海難事故は年々増加傾向にあるが、海難統計が未整備であるため、たくさんの

事故が記録されていない。また、捜索救難体制も未だ整備されておらず、海運総局内のＶ

ＭＳ（ヴィエトナム・マリタイム・セーフティ）が、これまでの航路標識サービスの他に

新しい任務として捜索救難、海上交通管理等を担当していくことになると考えられる。

ＶＭＳでは、航路標識管理のために、ヴィエトナム沿海を５つの海域に分割している。

現在までに５５の灯台、８９のライトビーコン、３０８の灯浮標、５つのビーコンを配置

している。

１０．観光

観光に関する行政機関として、１９９２年より首相府に直結する観光総局が設置されて

いる。それまでは、スポーツ文化観光省、貿易・観光省の遍歴を辿っている。

外国からの観光客数は、年々増加しており、１９９６年で約１６０万人（内、日本から

は約１２万人）となっている。特に中国からの観光客の増加が著しい。国別・年度別来訪

外客数を＜参考資料＞に示す。

観光産業の面からは、人材不足が問題となっている。観光産業に直接従事しているのは

数万人のオーダーと考えられるが、そのほとんどが十分な訓練を受けていない。

観光資源としては、大きくは南部（ホーチミン市、メコンデルタ）、中部（フエ、ダナ

ン）、北部（ハノイ、ハロン湾）があり、現在は、南部に観光客が集中していると考えら

れる。今後は、アクセス等を含めた中部観光の促進、中部・北部の観光ネットワークの形

成が課題である。

１１．気象

水文気象総局（ＨＭＳ）は首相府直属の組織で、１９７７年に水文局と気象局が併合し、

航空気象を除く気象及び水文業務一般を統括する機関として発足した。水文気象総局では、

水文・気象・海象に関する国民への情報提供を任務とする一方、特定の企業や個人を対象

に観測調査など個別の契約に基づく情報サービスも行っている。なお、台風予報は、政府

機関、関係省庁、洪水台風管理中央委員会、ラジオ、テレビ、新聞に発表される。ハノイ

の総局本部のほか、全国９カ所に設置された地区センターで周辺地域の観測所からのデー

タを管理している。

台風予警報は、１９９０年に設置された洪水台風管理中央委員会によって行われている。

同委員会は農業農村開発省を議長、国防省、建設省、運輸省、水文気象総局等の関係機関

を委員とし、事務局は農業農村開発省の洪水台風制御堤防管理課が務めている。

同委員会は、自然災害発生時の国内対応の調整を主な任務とし、洪水や台風に関する予

警報は、同委員会が水文気象総局の台風予想を含めた天気予報を参考に発令している。



１２．国際協力

１９９２年に我が国の対越ＯＤＡが再開された。当館経済班の所掌事務等説明資料を＜

参考資料１１＞に示す。





＜参考資料２＞交通運輸関係機関幹部名簿

①交通運輸省

大 臣 Mr. Le Ngoc Hoan

次 官 （運輸事業担当）Mr. Dao Dinh Binh

Mr. Pham Quang Tuyen（インフラ整備担当）

Mr. La Ngoc Khue（科学技術担当）

Mr. Nguyen Viet Tien ODA（ 担当）

Mr. Ng Tan Mai（南部担当）

②海運総局

総局長 Mr. Bui Ngoc Chau

③道路総局

総局長 Mr. Ng Duc Kien

④国有鉄道

総 裁 Mr. Doan Van Xe

⑤内陸水路総局

総局長 Mr. Ngo Xuan Son

⑥航空総局（交通運輸省とは別組織）

総局長 Mr. Nguyen Tien Sam

⑦観光総局（同）

総局長 Ms. Vo Thi Thang

⑧気象水文総局（同）

総局長 Mr. Nguyen Cong Thanh


















































